
 

 

 

 

平成 31 年 2 月 20 日 

  自 動 車 局 安 全 政 策 課 

 

平成 30 年度事業用自動車健康起因事故対策協議会の開催 

～事業用自動車の健康起因事故の抑止に向けて～ 

 

 

 

 

 

国土交通省では、「事業用自動車の運転者の健康管理マニュアル」において推奨する、主要疾

病等に関するスクリーニング検査をより効果的なものとして普及させるため、産官学の幅広い

関係者から成る「事業用自動車健康起因事故対策協議会」を平成 27年 9月に設置し、スクリー

ニング検査の普及方策について検討を行っているところです。 

この度、最近の健康起因事故の発生状況についての情報共有、スクリーニング検査に関する

実態調査の結果についての情報共有及び自動車運送事業者が運転者に心臓疾患に係る検査を

受診させる場合に活用できるよう、自動車運送事業者が知っておくべき内容等を記載した「自

動車運送事業者における心臓疾患対策ガイドライン（仮称）」の策定に向けた検討を行うため、

平成 30年度事業用自動車健康起因事故対策協議会を開催します。 
 

記 
 

１．日  時 ： 平成 31 年 2 月 22 日（金）15:00～17:00 
 

２．場  所 ： 中央合同庁舎第 2号館 1階共用会議室 2A 

         （〒100-8926 東京都千代田区霞が関 2-1-2） 
 

３．委  員 ： 別紙の通り 
 

４．主な議題 ：（１）健康起因事故の発生状況と健康起因事故防止のための取り組み 

（２）スクリーニング検査等に関する調査結果について 

（３）自動車運送事業者における心臓疾患対策ガイドライン 

（仮称）の策定について  
 

５．取 材 等 ：協議会は非公表ですが、冒頭のみ撮影可能です。希望される方は14:45 

までに会場にお集まり下さい。 

本協議会の資料及び議事概要については、後日、国土交通省ホームページにて 

公開します。 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年度事業用自動車健康起因事故対策協議会を開催し、健康起因事故の抑

止対策として、主要疾病の早期発見に有効なスクリーニング検査をより効果的な

ものとして普及させるため、「自動車運送事業者における心臓疾患対策ガイドライ

ン（仮称）」の策定等について検討します。 

＜お問い合わせ先＞ 

自動車局安全政策課 櫻井、川村 

  TEL：03-5253-8111（内線41602、41615）03-5253-8566（直通） 

FAX：03-5253-1636 



別紙 

 

平成30年度事業用自動車健康起因事故対策協議会 

委員名簿 

 

○：座長 

（委員） 

○酒井 一博    (公財) 大原記念労働科学研究所 所長 

水町 重範    (一社) 運転従事者脳ＭＲＩ健診支援機構 代表理事 

大平 貴之    (一社) 運転従事者脳ＭＲＩ健診支援機構 理事 

山科 章     東京医科大学 名誉教授 

大久保 孝義   帝京大学医学部 主任教授 

谷川 武     順天堂大学大学院医学研究科 教授  

作本 貞子     ＮＰＯ法人 ヘルスケアネットワーク 副理事長 

髙田 寛     (一財) 運輸・交通SAS対策支援センター 理事 

勝又 泰二    (独) 自動車事故対策機構 理事 (事故防止担当) 

深草 雅利    (公財) 交通事故総合分析センター 理事長 

石川 博敏    自動車安全運転センター 顧問 

梶原 景博    (公社) 日本バス協会 理事長 

桝野 龍二    (公社) 全日本トラック協会 理事長 

神谷 俊広    (一社) 全国ハイヤー・タクシー連合会 理事長 

姉帯 裕德    (一社) 全国個人タクシー協会 事務局長 

坂本 克己    大阪運輸倉庫 (株)・日本タクシー (株)・北港観光バス(株) 

                 代表取締役会長 

丸山 明則    神姫バス（株)代表取締役・専務取締役 

秋山 利裕    山三交通 (株) 代表取締役社長 

秋田 進     日本通運 (株) 取締役 常務執行役員 

  種本 和雄    川崎医科大学 教授 

  安部 治彦    産業医科大学 教授 

 

 

（順不同・敬称略） 

事務局：国土交通省自動車局安全政策課 

 

 


